
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】
事業番号 D-19-1
事業名 液状化対策事業(調査、事業計画の作成)
事業費 899,933 千円 (国費：674,950 千円)
事業期間 平成 23年～平成 26年
事業目的・事業地区(必要に応じ、別紙として地図を添付)

【事業目的】
神栖市内において，地盤の液状化により著しい被害を受けた 18地区において，再び液

状化の被害を軽減するため液状化対策事業を実施するうえで，基礎資料となる測量や地
質調査，有効な工法の選定を行う。

【液状化対策推進事業計画フロー】



【液状化事業計画に伴う調査】
液状化事業計画にあたり，液状化判定の為に家屋調査と地盤調査を行った。
① 家屋調査
地震による液状化で家屋の傾きや沈下等が発生していることから，測量調査により液

状化被害状況を把握し，液状化対策範囲の決定の判断材料とした。
② 地盤調査
液状化層を起こす砂層の層厚の調査及び貫入試験によるN値の調査，粘性土がある場

合の圧密試験などをボーリング調査により行った。
しかし，ボーリング調査だけでの地盤把握は難しく，対象地区全体を面としてとらえ

た場合，整合性が取れないことがあることから，地盤の状況を面的にとらえることので
きる表面波探査機を採用し，地盤固さを測定することにより，対象地区の地盤状況判断
とした。



【参考- ボーリング調査と表面探査による地盤状況図】

【液状化対策検討委員会の設立】
液状化対策についての専門化の意見及び住民の意見を取り入れるため，東京電気大学

の安田進教授を委員長とした総勢 8名の委員構成より，神栖市液状化対策検討委員会を
設立した。
（委員）
安田 進 東京電機大学 教授
山田 恭央 筑波大学 教授
庄司 学 筑波大学 教授
安原 一哉 茨城大学 教授
村上 哲 茨城大学 教授
桑原 文夫 日本工業大学 教授
秋山 武清 神栖市都市計画審議会会長 青山学院大学 教授
池田 美穗 神栖市都市計画審議会副会長 芝設計株式会社

検討委員会により議論を重ねた結果，経済性に優れる地下水位低下工法を採用した。



【事業地区】



事業結果

鰐川・堀割（１丁目，２丁目），堀割（３丁目），豊田・昭田，深芝・平泉，深芝南・
平泉東，下幡木，浪逆，筒井大沼，賀，息栖原，大野原７丁目，大野原中央・稲荷，知
手中央・知手，横瀬団地，横瀬，太田宝山（１地区），太田宝山（２地区），太田新町地
区を調査した結果，鰐川，堀割地区では，地下水位を地表面から-3ｍに維持することで，
再液状化の抑制効果が得られることとなった。
＊別紙 参照

事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価
調査を実施した結果，鰐川・堀割地区での地盤や地下水位等の調査結果及び実証実験

の結果，地下水位を地表面から-3ｍに維持することで，再液状化の抑制効果が得られる
ことから，地下水位低下工法を有効な手法として選定し，液状化対策を行う地区として
選定することができた。

②コストに関する調査・分析・評価
地質調査と地表面探査を同時に行うことで，ボーリング調査の箇所数を減らすことが

でき，コストの削減につながった。

③事業手法に関する調査・分析・評価
液状化対策検討委員会の学識者の意見を取り入れ，より適切な手法による調査業務を

実施することができた。

事業担当部局
都市整備部 都市計画課 都市整備G 電話番号：0299-90-1184
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